
証券コード 4833

2022年６月７日

株 主 各 位
東京都港区六本木六丁目８番10号

株式会社Success Holders
代表取締役社長CEO 谷 口 雅 紀

第35期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第35期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上

げます。
新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、安全を最優先とするため、株主の皆

さまにおかれましては、極力、書面により事前に議決権行使をいただき、株主総会当
日のご出席はお控えいただきますことをお勧め申し上げます。
お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使

書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2022年６月21日（火曜日）午後６時ま
でに到着するようにご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

1. 開 催 日 時 2022年６月22日（水曜日）午前10時
受付開始：午前９時30分

2. 開 催 場 所 東京都港区六本木三丁目２番１号
住友不動産六本木グランドタワー９階
ベルサール六本木グランドコンファレンスセンター Room C

3. 目 的 事 項

報 告 事 項 第35期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業報告及
び計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 新設分割計画承認の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第５号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額改定及び取

締役（監査等委員である取締役を除く。）に支給するストック・
オプションとしての新株予約権の内容決定の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出くださいますよう
お願い申し上げます。

◎法令及び当社定款の規定に基づき、提供すべき書面のうち計算書類の個別注記表をインターネッ
ト上の当社ウェブサイト（https://success-holders.inc/）に記載しておりますので、本株主総
会招集ご通知の提供書面には記載しておりません。

◎株主総会参考書類及び添付書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://success-holders.inc/）に掲載させていただきます。
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〈添付書類〉

事 業 報 告

( 2021年４月１日から
2022年３月31日まで )

１. 会社の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当事業年度における我が国経済は、引き続き新型コロナウイルス感染症拡大の

影響により厳しい状況にありました。ワクチン接種の普及に伴い高まっていたパ

ンデミック収束期待も、繰り返される変異株の出現により堂々巡りの状態にあ

り、2022年以降も当面は不透明な環境が継続する見通しです。

当社の主要な市場である広告市場においては、新型コロナウイルス感染症拡大

により特に中小企業を中心としたクライアント層への影響が大きく、広告宣伝費

等の費用の大幅削減を進めていることから、当社のメディア事業の業績への影響

も不可避の市況が続いております。

一方、新たなコア事業として投資を継続しているテクノロジー事業に関する需

要は、回復傾向が続いており、デジタル化やＤＸ推進のトレンド、リモートワー

クを前提とした新しい働き方への変化といったニーズに対応できるＩＴエンジニ

アの需要は引き続き、力強いものとなっております。

そのような中、当社の祖業であるメディア事業においては、定着を進めている

コンサルティング型営業における商材の拡充や季節性需要の高い案件の受注に力

を進めてまいりました。

テクノロジー事業においては、旺盛なＩＴエンジニア派遣需要を踏まえ、継続

的な人財採用と、コアクライアントへの新規開拓に注力しており、引き続き、投

資フェーズを継続しております。

以上の結果、当事業年度における経営成績は以下のとおりであります。

なお、当社は、2021年５月11日付で株式会社P&Pの全株式を取得して同社を完

全子会社化したことに伴い、2022年３月期の当第１四半期より連結決算に移行し

ております。

さらに、当第４四半期連結会計期間において、同社は、当社を存続会社とする

吸収合併により消滅会社となったことに伴い、当第４四半期より単体決算に移行

しております。

売上高は1,557,075千円となり、利益面につきましては、営業損失366,676千

円、経常損失353,880千円、当期純損失417,750千円となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。

以下「収益認識会計基準」という。）等を当第１四半期会計期間の期首から適用

し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービ

スと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

セグメント別の経営成績の概況は以下のとおりであります。
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メディア事業においては、自社メディアである「ARIFT」の広告出稿を起点に、

第２四半期より取り組みを始めておりますコンサルティング営業をベースとした

総合広告代理店業務を実施しました。

その結果、当事業年度の売上高は、1,453,146千円、セグメント利益は40,138

千円となりました。

テクノロジー事業においては、引き続き今後の事業拡大に向けた成長投資段階

と位置付けており、ＩＴエンジニア人財の確保等を積極的に実施いたしました。

その結果、当事業年度の売上高は、103,929千円、セグメント損失は78,069千

円となりました。

(2) 設備投資等の状況

当事業年度において実施いたしました設備投資の総額は、4,774千円であり、

その主なものは次のとおりであります。

営業所改装に関する設備投資 2,688千円

システム刷新に関する設備投資 1,320千円

(3) 資金調達の状況

該当事項はありません。

(4) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

該当事項はありません。

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

(6) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状

況

当社は、2022年２月21日開催の取締役会において、2022年３月31日を効力発生

日として、当社を存続会社とする吸収合併により子会社である株式会社P&Pの権

利義務を承継しました。

(7) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

該当事項はありません。
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(8) 対処すべき課題

今後の経営環境の見通しについて、2022年１月に実施されたまん延防止等重点

措置は2022年３月22日に全面解除となりましたが、引き続き新たな変異株の出現

等による新型コロナウイルス感染症拡大の可能性が燻るなど、景気先行きの不透

明感は更に強まっております。

当社の主要事業は、その影響を大きく受けることから、この状況に適切に対応

するため、抜本的に戦略を見直してまいりました。

その結果、市場の成長性やシェア、事業ボラティリティの高さといった点に鑑

み、より大きな成長機会のある事業へリソースを集中投下することが企業として

の成長及び株主の皆さまの利益に貢献できる最善の道であるとの結論に達したた

め、2022年５月19日付「メディア事業の譲渡に伴う会社分割による子会社新設及

び当該子会社の株式譲渡契約書締結に関するお知らせ」にてお知らせしましたと

おり、メディア事業の譲渡を決断いたしました。

メディア事業の譲渡後は、当社ビジョン「Successful around the world」の

実現に向け、テクノロジー事業の拡大戦略を推進してまいりますが、下記の点を

課題と捉え、その対応策に取り組むことでよりその実現を確かなものにしてまい

る所存です。

① ＩＴ技術者の早期大量採用

ＩＴ技術者派遣事業は、売上高の基盤となるＩＴエンジニアの確保が事業成長

における重要な要素となります。したがって、これまでに調達した資金を積極的

に活用しながら、早期に大量の技術者を確保し、事業基盤の拡大に努めます。

② 長期安定雇用の実現

ＩＴエンジニアが自らの成長を実感でき、自社に対して愛着を持てる環境を整

えることで、早期離職の防止に繋げ、事業基盤の安定化に努めます。

③ 教育体制の強化

ＩＴエンジニアのスキルを様々な領域で伸ばすことのできる教育体制を整える

ことで、よりクライアントの多様なニーズに応えられる付加価値の高い人財を輩

出していくことを目指します。

④ 企業ブランド力及び認知度の向上

ＩＴエンジニアの早期大量採用に結び付く施策として、より多くの候補者に対

して優先的に当社を想起させることが出来るような企業ブランド力及び認知度向

上に向けた施策にも取り組んでまいります。

⑤ 資本業務提携、Ｍ＆Ａの検討

上記のようなオーガニック施策の取り組みに加え、上場企業であることの利点

を活かした機動的な資金調達や資本業務提携、Ｍ＆Ａの実施を検討することで、

計画の早期達成に注力してまいります。
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(9) 財産及び損益の状況

第32期

2019年３月期

第33期

2020年３月期

第34期

2021年３月期

第35期

(当事業年度)

2022年３月期

売 上 高 (千円) 5,499,450 4,820,142 1,827,185 1,557,075

経 常 利 益 / 損 失 △ (千円) △282,656 78,191 △674,486 △353,880

当期純利益 /純損失△ (千円) △625,113 △192,848 △905,558 △417,750

１株当たり当期純利益/純損失△ (円) △32.19 △9.64 △39.32 △16.77

総 資 産 (千円) 3,259,460 2,627,288 2,163,388 1,481,175

純 資 産 (千円) 1,541,109 1,344,274 1,482,733 1,070,882

(注)１株当たり当期純利益/純損失△は、期中平均発行済株式の総数に基づき算出いたしました。

(10) 重要な親会社及び子会社
① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
2021年５月11日付で株式会社P&Pの全株式を取得して同社を完全子会社化しま

したが、2022年３月31日付で同社は、当社を存続会社とする吸収合併により消滅
会社となりました。

③ その他
該当事項はありません。

(11) 主要な事業内容（2022年３月31日現在）

事 業 部 門 事 業 内 容

メディア事業
生活情報誌等の制作、印刷、配布

催事の企画、製作、運営、広告代理店業務

テクノロジー事業
ITエンジニアの派遣・紹介予定派遣

ソフトウェアやシステムの開発・保守・運用

(12) 本社及び主要な営業所（2022年３月31日現在）

本 社：港区六本木六丁目８番10号 ステップ六本木

横 浜 営 業 所：横浜市中区真砂町３-38 セルテアネックスビル

埼 玉 営 業 所：さいたま市南区南浦和二丁目39-16 第五大雄ビル

仙 台 営 業 所：仙台市若林区新寺一丁目２-26 小田急仙台東口ビル

福 岡 営 業 所：福岡市中央区天神四丁目６番28号 天神ファーストビル
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(13) 従業員の状況（2022年３月31日現在）

従 業 員 数 （名） 前 期 末 比 増 減 （名） 平 均 年 齢 （才） 平均勤続年数（年）

135 37（増） 35.19 6.15

(注) 従業員数は就業人数であります。なお、臨時従業員数につきましては33名（年間平均人員）

であり上記従業員数に含まれておりません。

(14) 主な借入先（2022年３月31日現在）

(単位：千円)

借 入 先 借 入 額

(株)商工組合中央金庫 14,426

(15) その他会社の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

２. 会社の株式に関する事項（2022年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 50,000,000株

(2) 発行済株式の総数 24,916,115株

(3) 当期末株主数 3,165名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 ( 株 ) 持株比率 (％ )

畑 野 幸 治 11,366,510 45.62

株 式 会 社 SBI 証 券 1,642,704 6.59

谷 口 雅 紀 1,245,805 5.00

有 限 会 社 日 本 デ ザ イ ン 研 究 所 1,197,300 4.81

SIX SIS LTD. 550,600 2.21

株 式 会 社 West Wood Capital 475,300 1.91

X Capital 合 同 会 社 475,300 1.91

楽 天 証 券 株 式 会 社 469,000 1.88

CREDIT SUISSE AG SINGAPORE TRUST A/C CLIENTS FOR GMCM VENTURES PTE.LTD. 400,000 1.61

倉 橋 幸 子 359,000 1.44

(5) その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。
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３. 会社の新株予約権等に関する事項
(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状
況
該当事項はありません。

(3) その他新株予約権に関する重要な事項

① 新株予約権の募集の目的及び理由

当社は、2021年５月18日開催の取締役会において、中長期的な当社グループの

業績拡大及び企業価値の増大を目指すにあたり、より一層当社グループの取締役

及び従業員並びに当社入社予定者の意欲及び士気を向上させ、当社グループの結

束力をさらに高めること、また社外協力者に中長期的な観点から一層の支援を賜

ることを目的として、以下のとおり、新株予約権を有償にて発行することを決議

いたしました。

② 新株予約権の発行要項

１．新株予約権の数

760,900個

なお、本新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式の

総数は、当社普通株式760,900株とし、下記３．（１）により本新株予約権にか

かる付与株式数が調整された場合は、調整後付与株式数に本新株予約権の数を

乗じた数とする。

２．新株予約権と引換えに払い込む金銭

本新株予約権１個あたりの発行価額は、11円とする。なお、当該金額は、第三

者評価機関である株式会社プルータス・コンサルティングが、当社の株価情報等

を考慮して、一般的なオプション価格算定モデルであるモンテカルロ・シミュレ

ーションによって算出した結果を参考に決定したものである。

３. 新株予約権の内容

（１）新株予約権の目的である株式の種類及び数

本新株予約権１個あたりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」とい

う。）は、当社普通株式１株とする。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株

式の無償割当てを含む。以下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式によ

り調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時

点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調

整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。
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調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減

少を行う場合その他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合に

は、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとする。

（２）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたりの払込金額

（以下、「行使価額」という。）に、付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、金234円とする。

なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、

次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割（又は併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額
で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株
の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の移転の場合を除
く。）、 次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上
げる。

既発行
株式数 ＋

新規発行
株式数

×
１株あたり
払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×

新規発行前の１株あたりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済
株式総数から当社普通株式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普
通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分す
る自己株式数」に読み替えるものとする。
さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、

会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする
場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができるも
のとする。

（３）新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」という。）は、

2024年７月１日から2031年６月13日までとする。
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（４）増加する資本金及び資本準備金に関する事項

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額

は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分

の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を

切り上げるものとする。

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金

の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から、上記①に定める増加する資

本金の額を減じた額とする。

（５）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を

要するものとする。

（６）新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、2024

年３月期から2026年３月期までの事業年度において、当社のEBITDA（以下、

損益計算書（連結損益計算書を作成している場合には連結損益計算書）に記

載された営業利益に、キャッシュ・フロー計算書（連結キャッシュ・フロー

計算書を作成している場合は連結キャッシュ・フロー計算書）に記載された

減価償却費及びのれん償却額を加算した額をいう。）が下記に掲げるいずれ

かの条件を満たした場合、当該条件を最初に満たした期の有価証券報告書の

提出日の翌月１日から行使することができる。

(a）2024年３月期のEBITDAが３億円を超過した場合

(b）2025年３月期又は2026年３月期のEBITDAが５億円を超過した場合

なお、当該損益計算書に株式報酬費用が計上されている場合には、これによ

る影響を排除した株式報酬費用控除前営業利益及びEBITDAをもって判定する

ものとする。また、国際財務報告基準の適用等により参照すべき項目の概念

に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会が定めるも

のとする。

② 新株予約権者のうち社外協力者を除く者については、新株予約権の権利行使

時において、当社又は当社関係会社の取締役、監査役若しくは従業員又はア

ドバイザー、顧問、コンサルタントその他名目の如何を問わず当社又は当社

関係会社との間で委任、請負等の継続的な契約関係にある者であることを要

する。

ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役

会が認めた場合は、この限りではない。

③ 新株予約権者のうち社外協力者については、新株予約権の権利行使時におい

て当社又は当社関係会社のアドバイザー、顧問、コンサルタント又は取締

役、監査役もしくは従業員その他名目の如何を問わず当社又は当社関係会社

との間で委任、請負等の継続的な契約関係にある者であることを要する。
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ただし、正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

④ 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

⑤ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発

行可能株式総数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行

うことはできない。

⑥ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

４. 新株予約権の割当日

2021年６月14日

５. 新株予約権の取得に関する事項

（１）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての

分割契約もしくは分割計画、または当社が完全子会社となる株式交換契約も

しくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会の承認を要しない場

合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定め

る日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

（２）新株予約権者が権利行使をする前に、上記３.（６）に定める規定により本

新株予約権の行使ができなくなった場合は、当社は新株予約権を無償で取得

することができる。

６. 組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分

割、株式交換または株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）

を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予約権者に対し、それぞ

れの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ

交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を

交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株

式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記３．（１）に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編

行為の条件等を勘案のうえ、上記３．（２）で定められる行使価額を調整して

得られる再編後行使価額に、上記６．（３）に従って決定される当該新株予約

権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。
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（５）新株予約権を行使することができる期間

上記３．（３）に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、

いずれか遅い日から上記３．（３）に定める行使期間の末日までとする。

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資

本準備金に関する事項

上記３．（４）に準じて決定する。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承

認を要するものとする。

（８）その他新株予約権の行使の条件

上記３．（６）に準じて決定する。

（９）新株予約権の取得事由及び条件

上記５に準じて決定する。

（10）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

７. 新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。

８. 新株予約権と引換えにする金銭の払込みの期日

2021年６月14日

９. 申込期日

2021年６月７日

10. 新株予約権の割当てを受ける者及び数

当社取締役 ２名 174,500個

当社従業員 13名 274,700個

当社子会社取締役 １名 74,800個

当社入社予定者 ２名 149,600個

社外協力者 ２名 87,300個
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４. 会社役員に関する事項（2022年３月31日現在）
(1) 取締役の氏名等

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 CEO 谷 口 雅 紀

取 締 役 会 長 畑 野 幸 治 株式会社fundbook 代表取締役CEO

取 締 役 釜 薫 メディア事業本部本部長

取 締 役 小 松 未 来 雄 管理本部本部長

取締役(監査等委員) 神 庭 雅 俊
本間合同法律事務所 弁護士

株式会社KIJ 非常勤取締役

取締役(監査等委員) 久 保 惠 一

公認会計士久保惠一事務所 公認会計士

東亜石油株式会社 社外取締役

株式会社GRCS 社外取締役

取締役(監査等委員) 毛 利 正 人

東洋大学 教授

株式会社テクノスジャパン 社外取締役

ベルトラ株式会社 社外監査役

(注) １．取締役（監査等委員）神庭雅俊氏、久保惠一氏及び毛利正人氏は、社外取締役でありま
す。

２．取締役（監査等委員）久保惠一氏及び毛利正人氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立
役員として指定し、同取引所に届け出ております。

３．代表取締役社長CEO谷口雅紀氏は、2021年６月23日開催の定時株主総会において選任され
就任いたしました。

４．取締役（監査等委員）久保惠一氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関
する相当程度の知見を有するものであります。

５．取締役（監査等委員）毛利正人氏は、事業会社及び監査法人での勤務経験があるととも
に、現在は大学において会計学等について教鞭を執っていることから、財務及び会計に関
する相当程度の知見を有するものであります。

(2) 責任限定契約の内容の概要

当社は、監査等委員である取締役全員との間で会社法第423条第１項の賠償責任

を限定する契約を締結しております。

ただし、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が規定する額としており

ます。

(3) 会社の役員等賠償責任保険契約に関する事項

① 被保険者の範囲

当社のすべての取締役及び監査等委員である取締役全員

② 保険契約の内容の概要

被保険者が①の会社の役員としての業務につき行った行為（不作為を含む。）

に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や

争訟費用等を補償するものであります。
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ただし、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を行った役員自身の損害

等は補償対象外とすることにより、役員等の職務の執行の適正性が損なわれな

いように措置を講じております。

なお、保険料は全額当社が負担しております。

(4) 取締役の報酬等の額

① 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2022年５月23日開催の取締役会において、2022年６月22日開催の第35

期定時株主総会のご承認を前提として、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決

定万針を決議しております。

取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内

容決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針に沿うものであると判断

しております。

取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。
1.取締役報酬等の基本方針
当社の取締役報酬等については、企業業績、企業価値の持続的な向上に資する

ことを基本とし、優秀な人材の確保、維持が可能となり、当社取締役に求められ
る役割と責任に見合った報酬水準および報酬体系となるよう設計する。
2.取締役（監査等委員である取締役を除く。）報酬等の内容
基本報酬、ストック・オプションとしての新株予約権で構成する。
また、基本報酬の総額及びストック・オプションとしての新株予約権の総額

は、株主総会で決定した報酬総額の限度内とする。
3.監査等委員である取締役の報酬
基本報酬のみで構成する。また、基本報酬の総額は株主総会で決定した報酬総

額の限度内で業務分担の状況等を考慮して、監査等委員である取締役の協議によ
り決定する。
4.基本報酬
各取締役（監査等委員である取締役を除く。）の基本報酬は、月例の固定報酬

とし、役位、職責、在任年数に応じて他社水準、当社の業績、従業員給与の水準
をも考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとする。
5.金銭報酬の額又は非金銭報酬等の額の取締役（監査等委員である取締役を除
く。）の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の種類別の報酬割合については、

定めないものとする。
6.取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容について
の決定に関する事項
取締役会に諮って決定するものとする。
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② 取締役の報酬等の総額等

区分
報酬等の総額

(千円)

報酬等の種類別の総額

（千円）
対象となる

役員の員数

(人)基本報酬
業績連動

報酬等

非金銭

報酬等

取締役（監査等委員を除く）

（うち社外取締役）

36,756

(-)

36,756

(-)

－

(-)

－

(-)
３名

取締役（監査等委員）

（うち社外取締役）

9,000

(9,000)

9,000

(9,000)

－

(-)

－

(-)
３名

(注) １．取締役の支給額には使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

(5) 社外役員に関する事項

取締役会等への出席状況及び発言状況

区 分 氏 名
主な活動状況及び

社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役

(監査等委員)
神 庭 雅 俊

当期開催の取締役会全14回中14回全てに出席し、取締役会の意思

決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を積極的に行

っております。

また当期開催の監査等委員会全15回中15回全てに出席し、監査結

果についての意見交換等、主に弁護士としての専門的見地から、

適宜発言を行っております。

取締役

(監査等委員)
久 保 惠 一

当期開催の取締役会全14回中14回全てに出席し、取締役会の意

思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を積極的

に行っております。

また当期開催の監査等委員会全15回中15回全てに出席し、監査

結果についての意見交換等、主に公認会計士としての専門的見

地から、適宜発言を行っております。

取締役

(監査等委員)
毛 利 正 人

当期開催の取締役会全14回中14回全てに出席し、取締役会の意

思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を積極的

に行っております。

また当期開催の監査等委員会全15回中15回全てに出席し、監査

結果についての意見交換等、業界知識を通じて培った知識、見

地から、適宜発言を行っております。
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(6) 常勤の監査等委員の選定の有無及びその理由

当社は、監査等委員会の職務を補助するものとして、監査等委員会事務局を設

置し、重要会議への出席を通じて情報収集を行うほか、内部統制システムを通じ

た組織的監査を実施することにより監査の実効性を確保していることから、常勤

の監査等委員を選定しておりません。

５. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

監査法人アヴァンティア

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額 合 計

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 25,400千円

当社が支払うべき

金銭その他の財産上の利益の合計額
25,400千円

(注)１．会計監査人の報酬等について監査等委員会が同意した理由
監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容及び報酬見積りの算出根拠などを当社の事業
規模や事業内容に照らして確認し審議した結果、これらについて適切であると判断したため
であります。
２．当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、上記金額には金融商品取引法に基づく
監査の報酬の額を含めております。

(3) 公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬
該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
会計監査人が、会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められ

る場合、必要に応じて、監査等委員会は、監査等委員全員の同意により会計監査
人を解任いたします。
また、監査等委員会は、会計監査人の適格性、専門性、当社からの独立性、そ

の他の評価基準に従い総合的に評価し、会計監査人の職務の執行に支障があると
判断されるなど、会計監査人の変更が必要と認められる場合には、株主総会に提
出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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６. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制
1.当社は、「コンプライアンス方針」において、コンプライアンスの基本原則を
以下のように定め、その精神を代表取締役社長CEOが継続的に伝達することに
より法令遵守と社会規範に基づいた行動を徹底しております。
『コンプライアンスが最優先であることを認識し、社会的要請に対応し、社会
から信頼される健全な企業活動を実践します。』

2.コンプライアンス委員会を設置し定期的に開催するとともに、関連規程の整
備・内部通報制度の運営・社内教育の実施などコンプライアンスの徹底と意識
の向上を推進しております。

3.監査等委員会は、独立した立場から内部統制システムの整備運用状況を含む取
締役の職務執行を監査し、監査等委員会の監督の下に内部監査室が内部統制シ
ステムの整備状況と運用の有効性について監査しております。

4.当社の役員及び使用人が法令違反等のコンプライアンス基本原則にもとる行為
を発見した場合に直接報告・相談ができる通報窓口を設置しております。ま
た、代表取締役社長CEOが内部者通報制度の利用を促進し、法令違反等コンプ
ライアンス違反またはそのおそれのある事実の早期発見に努めております。

② 取締役の職務の執行に関わる情報の保存及び管理に関する体制
1.当社では、株主総会・取締役会・経営戦略会議・その他重要な会議の議事録や
関連資料、取締役会が決裁した書類等取締役の職務執行に関する文書（電磁的
記録を含む。）等の重要な情報は、「文書取扱規程」に基づき適切に保存し管理
しております。

2.上記の文書等につきましては、監査等委員会及び内部監査室が閲覧可能な体制
を整備しております。

3.情報セキュリティに関しましては、「情報管理規程」を定め、情報セキュリテ
ィに関する責任体制を明確化し、情報セキュリティの維持・向上のための施策
を継続的に実施する情報セキュリティ・マネジメント・システムを確立してお
ります。

4.企業秘密につきましては、「秘密文書管理規程」に基づき、秘密性の程度に応
じて定める管理基準に従い適切に管理しております。

5.個人情報につきましては、法令及び「個人情報保護規程」に基づき厳重に管理
しております。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
1.企業価値や健全な企業活動を脅かすあらゆるリスクを管理するため、「リスク
管理規程」を定めており、経営戦会略議及びコンプライアンス委員会において
リスクを定期的に識別・評価し、重要度・緊急性を考慮した優先度に応じて具
体的な予防策の整備・運用を関連部署に指示し、その状況を内部監査室が監査
しております。

2.重大なリスクが顕在化した場合は、「危機管理規程」に基づき、代表取締役社
長CEOが緊急度に応じて緊急対策本部を招集し迅速な対応と再発防止策を講じ
てまいります。

3.企業活動に重大な脅威を与える反社会的勢力との関係を完全に遮断するため、
全従業員の遵法意識を高め社内の諸規則や体制を整備すると共に、各関係機関
と緊密に連携し、有事の際には企業及び関係者の安全確保を最優先事項とし、
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迅速かつ組織的に対応してまいります。

④ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
1.取締役会は、経営目標の効率的な達成を図るために、代表取締役社長CEO及び
その他の業務執行を担当する取締役の職務分掌を決定し、各取締役の責任と権
限を明確にしております。また各々の担当する業務の執行状況を定期的に取締
役会に報告させております。

2.監査等委員会は内部監査室を監督し、代表取締役社長CEO及び各取締役の職務
執行が効率的に行われているかの観点からも監査を実施し、必要に応じて、助
言・勧告を行っております。

⑤ 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
1.当社の子会社につきましても「コンプライアンス方針」を共有しており、取締
役及び監査役を必要に応じて派遣し、子会社の業務執行を監督・監査するとと
もに、コーポレート部門の業務を適切に支援し、子会社の取締役及び監査役が
効率的に職務執行できる体制を構築しております。

2.子会社の業務執行の重要事項は、当社の決裁事項または当社への報告事項とし
ており、この決裁・報告体制を通じて、子会社の経営状況を把握し、業務の適
正の確保、リスク管理を徹底しております。
また、子会社の自主性を尊重し、事業内容・規模を考慮しつつ、コーポレート
部門の業務を適切に支援し、子会社の取締役が効率的に職務執行できる体制を
構築しております。

3.監査等委員会及び内部監査室においては、子会社の監査役や当社会計監査人と
も連携し、子会社の監査を定期的に実施しております。

⑥ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の監
査等委員でない取締役からの独立性に関する事項、及び監査等委員会による
指示の実効性を確保するための体制

1.内部監査室を監査等委員会の職務を補助する組織とし、専属の使用人を配置し
ております。監査等委員会が監査等委員会監査及び内部監査に関しての指揮命
令を行っております。

2.内部監査室は、職務上、代表取締役社長CEOに直属しておりますが、監査等委
員会は、内部監査室長の採用・人事についての適否の決定を行うことにより、
内部監査室の独立性を確保しております。

⑦ 監査等委員会への報告に関する体制、及びその他監査等委員会の監査が実効
的に行われることを確保するための体制

1.監査等委員である取締役は、取締役会及びコンプライアンス委員会、その他の
重要な会議に出席し、情報収集と意見表明を行っております。また、監査等委
員会におきまして、取締役及び使用人より、当社及び子会社の業務執行状況の
報告を定期的に受けております。

2.当社及び子会社の取締役及び使用人は、監査等委員会が事業の報告を求め 、
また、業務及び財産の状況を調査しようとする時は迅速かつ的確に対応するこ
ととしております。

3.監査等委員会への報告を行った当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締
役、監査役及び使用人に対して、不利益な扱いを行うことを禁じております。

4.監査等委員である取締役の過半数は社外役員とし、対外透明性を担保しており
ます。監査等委員会は会計監査人と緊密に連携を保ちながら自らの監査成果の
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達成を図っております。
5.監査等委員会の職務の執行に必要な費用または債務は当社が負担し、会社法に
基づく費用の前払い等の請求があった場合は、速やかにこれに応じることとし
ております。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況
当社では、「業務の適正を確保するための体制」に基づき、社内体制を整備す

るとともに、適切な運用に努めております。
当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以

下のとおりであります。
① コンプライアンス体制

代表取締役社長CEOを委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、コン
プライアンス状況を定期的な報告を受けるとともに、内部通報の有無、法改正
情報の確認及びその他コンプライアンスに関する課題の把握と対応策について
審議いたしました。

② 適正な取締役の職務執行を確保するための体制
取締役会は、監査等委員である取締役３名を含む取締役７名で構成されてお

ります。当事業年度においては、取締役会を14回開催し、重要な意思決定、職
務執行の状況報告等について活発な意見交換が行われ、監督がなされました。

③ 監査等委員会監査体制
監査等委員会を開催し、監査等委員会において定めた監査計画に基づき監査

を実施するとともに、取締役会への出席や代表取締役社長CEO、部門責任者及
び会計監査人との間で定期的に情報交換等を行うことで、取締役の職務執行の
監査、内部統制の整備及び運用状況を確認いたしました。

④ 内部監査体制
監査等委員会の監督の下に、内部監査室が内部統制の整備及び運用状況の有

効性について監査し、被監査部門に対して改善に向けた指摘・指導を行いまし
た。

⑤ 財務報告の適正性を確保するための体制
当社の事業に関するリスクの評価を行った上で、財務報告に係る内部統制の

整備を行い、内部統制が有効に整備及び運用されていることを内部監査室によ
る監査により評価いたしました。評価結果については、監査等委員会及び取締
役会に報告いたしました。
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(3) 親会社等との取引に関する事項
当社は、当社取締役会長畑野幸治及びその近親者が議決権の過半数を保有して

おります株式会社fundbookより、当事業年度中においてM&A仲介に関する役務提
供を受けました。

この取引に当たっては、取引の合理性、契約内容の公正性等について、親会社
等との間に利害関係を有しない者により構成された特別委員会の意見を入手する
など、当該取引の条件が市場実勢を勘案して通常の取引条件で行われることに留
意いたしました。
当社取締役会は、そのような取引条件を把握し、当該取引が当社の利益を害さ

ない取引であることを判断いたしました。

７. 会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本

方針については特に定めておりません。

８. 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題の一つと認識しており、事業

展開の拡大及び企業体質の強化に留意しつつ、利益配分を行うことを基本方針とし
ております。
なお、当事業年度におきましては、株主の皆様には誠に申し訳なく存じますが、

無配とさせていただきたく、ご了承賜りますようお願い申し上げます。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告中に記載の金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表

(2022年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 1,242,280 流 動 負 債 397,408

現 金 及 び 預 金 891,440 電 子 記 録 債 務 129,000

売 掛 金 245,209 買 掛 金 131,796

仕 掛 品 2,925 短 期 借 入 金 -

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 87 一年以内返済予定の長期借入金 10,164

前 払 費 用 74,077 リ ー ス 債 務 1,487

そ の 他 31,517 未 払 金 24,421

貸 倒 引 当 金 △2,978 未 払 費 用 43,948

固 定 資 産 238,895 未 払 法 人 税 等 5,405

有 形 固 定 資 産 2,153 前 受 金 11,341

建 物 2,153 預 り 金 6,421

工具、器具及び備品 - 資 産 除 去 債 務 13,000

無 形 固 定 資 産 223,348 そ の 他 20,419

ソ フ ト ウ ェ ア - 固 定 負 債 12,884

の れ ん 223,348 長 期 借 入 金 4,262

そ の 他 - リ ー ス 債 務 -

投 資 そ の 他 の 資 産 13,393 資 産 除 去 債 務 8,622

投 資 有 価 証 券 0 負 債 合 計 410,293

破 産 更 生 債 権 等 24,594 純 資 産 の 部

敷 金 及 び 保 証 金 13,319 株 主 資 本 1,064,983

そ の 他 73 資 本 金 100,000

貸 倒 引 当 金 △24,594 資 本 剰 余 金 2,288,291

資 本 準 備 金 1,333,956

そ の 他 資 本 剰 余 金 954,335

利 益 剰 余 金 △1,323,308

そ の 他 利 益 剰 余 金 △1,323,308

繰 越 利 益 剰 余 金 △1,323,308

新 株 予 約 権 5,899

純 資 産 合 計 1,070,882

資 産 合 計 1,481,175 負 債 及 び 純 資 産 合 計 1,481,175

(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

― 20 ―

2022年05月24日 13時53分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



損 益 計 算 書

（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 1,557,075

売 上 原 価 1,019,721

売 上 総 利 益 537,353

販売費及び一般管理費 904,030

営 業 損 失 366,676

営 業 外 収 益

受 取 利 息 9

受 取 配 当 金 -

受 取 手 数 料 -

違 約 金 収 入 3,282

助 成 金 収 入 7,476

経 営 指 導 料 -

そ の 他 5,716 16,485

営 業 外 費 用

支 払 利 息 446

解 約 金 -

そ の 他 3,243 3,689

経 常 損 失 353,880

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 15,000

そ の 他 2,470 17,470

特 別 損 失

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 損 73,164

そ の 他 - 73,164

税 引 前 当 期 純 損 失 409,574

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 7,645

法 人 税 等 調 整 額 530 8,176

当 期 純 損 失 417,750

(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

(単位：千円)

区 分

株 主 資 本

新株
予約権

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本準備金
その他資本
剰余金

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

当期首残高 100,000 1,333,956 954,335 △905,558 1,482,733 - 1,482,733

当期変動額

新株の発行 -

減 資 -

欠損填補 -

当期純損失（△） △417,750 △417,750 △417,750

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

- - - - - 5,899 5,899

当期変動額合計 - - - △417,750 △417,750 5,899 △411,851

当期末残高 100,000 1,333,956 954,335 △1,323,308 1,064,983 5,899 1,070,882

(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2022年５月20日

株式会社Ｓｕｃｃｅｓｓ Ｈｏｌｄｅｒｓ
取締役会 御中

監査法人アヴァンティア

東京都千代田区

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 木 村 直 人

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 藤 田 憲 三

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社Ｓｕｃｃｅｓｓ Ｈｏｌｄ

ｅｒｓの2021年４月１日から2022年３月31日までの第35期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」
という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
個別注記表の「12.重要な後発事象に関する注記（連結子会社の会社分割及び新会社株式の譲渡）」

に記載されているとおり、会社は、2022年５月19日開催の取締役会において、会社が保有するメディ
ア事業を会社分割により新設する株式会社Success Holders分割準備会社（以下「新設会社」とい
う。）に承継させた上で、新設会社株式の100％を株式会社中広に譲渡することを決議し、同日付けで
同社と株式譲渡契約を締結している。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備
及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査
法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候
があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類

等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から
計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が
あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連
する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
る場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性
に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、
並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の
事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又
は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第35期事業年度における取締役の職務
の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内
容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等
からその構築及び運用状況の報告を定期的に受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するととも
に、下記の方法で監査を実施しました。
① 監査等委員会が定めた監査方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査部門と連携の上、オンラ

イン会議ツール等を活用して取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業
務及び財産の状況を調査いたしました。

② 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第５号イの留意した事項及び同号ロの判断及
び理由については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加
えました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審
議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認

めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ

ません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ

ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認め
られません。

④ 事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益を害
さないように留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の
判断及びその理由について、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 監査法人アヴァンティアの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年５月23日

株式会社Success Holders 監査等委員会

監 査 等 委 員 神 庭 雅 俊 ㊞

監 査 等 委 員 久 保 惠 一 ㊞

監 査 等 委 員 毛 利 正 人 ㊞

(注) 監査等委員 神庭雅俊、久保 惠一及び毛利正人は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に
規定する社外取締役であります。
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株主総会参考書類
議案及び参考事項
第１号議案 新設分割計画承認の件

以下の理由により、当社が、当社のメディア事業（以下、「本件事業」という）
に関する権利義務を、新設分割（以下、「本会社分割」という）の方法により、当
社の完全子会社として設立する株式会社Success Holders分割準備会社（以下、「新
設会社」という）に対し承継させる新設分割を行うことにつき、ご承認をお願いす
るものであります。

１．提案の理由
当社は1987年に設立され、情報誌「ぱど」(現：ARIFT)の編集・発行・配布を中

心に、折り込みチラシ併配、WEBサイトの運営等を主な事業の内容として、読者に
とってより身近な生活情報をお届けするメディアとして活動して参りました。
近年、当社が属するフリーペーパー・広告業界は、スマートフォンやインター

ネット広告を利用した販促手段の多様化・拡大に伴い、クライアントの需要もよ
り効果計測が行い易く、ターゲットも明確なデジタルメディアへのシフトが顕著
に現れており、当社としてもそのような顧客ニーズ、市場変化へと対応すべく、
様々な施策に取り組んで参りました。拠点再編・発行エリアの見直し、固定費の
大幅削減、子会社の再編といった構造改革を経て、足許ではSEO・MEO、ホームペ
ージ制作等のデジタル商材を活用したコンサルティング型営業に取り組み、これ
まで当社では対応出来なかった顧客ニーズにもアプローチ出来る体制へと進化し
てきました。

しかしながら、2020年より猛威を奮っている新型コロナウイルス感染症の拡大
は、当社の主要市場である広告市場において、経済活動の停滞から顧客の広告出
稿の手控えに直結するなど、本件事業の業績に著しい影響を及ぼし、また今後も
その収束は依然として見通しが立たない状況にあります。
定着を進めているコンサルティング型営業についても、当社の主たるクライア

ント層である地域密着型の中小企業が上記の影響で広告費の大幅削減を進めてい
ることから、成果の積み上げには相応の時間を要する見込みです。

かかる環境下、当社として今後の長期的な成長性やROIを考慮し、資本・人員と
いったリソースの選択と集中による経営効率化を図るため、2020年11月より立ち
上げたテクノロジー事業をメイン事業と位置づけ、本件事業の株式譲渡を行う決
断をいたしました。
譲渡先の選定につきまして、スムーズな取引実行が可能で、且つ既存ビジネス

とのシナジーの見込める譲渡先を模索するべく、複数の候補先に対し相対交渉で
打診いたしました。

その中で、地域経済の活性化に資する生活情報を掲載する各戸配布（ポスティ
ング）型フリーマガジン、ハッピーメディア®『地域みっちゃく生活情報誌®』を
主要な自社媒体（メディア）とし、1994年のフリーマガジン事業開始以降、直営
での発行地域の拡大に加え、ボランタリー・チェーン各社と協業により全国展開
を進めている株式会社中広が、本件取引による営業圏の拡大や保有ノウハウの取
り込みによるシナジー効果が最も望める先であると判断し交渉を進めた結果、双
方合意に至ったものです。
本件事業の株式譲渡により、テクノロジー事業へのリソースの集中投下、コー

ポレート機能の固定費削減を進め、早期の業績拡大に努めて参ります。

２．新設分割計画の内容の概要
本新設分割計画の内容は次のとおりであります。
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新設分割計画書（写）
株式会社Success Holders（以下「当社」という。）は、当社が営むメディア事業

（以下「対象事業」という。）に関して有する権利義務を、新設する株式会社Success
Holders分割準備会社（以下「新会社」という。）に承継させることに関し、以下のと
おり新設分割計画書（以下「本件計画書」という。）を作成する。

第１条（会社分割の方法）
当社は、会社法に定める新設分割の方法により、当社の対象事業に関して有する

権利義務を新会社に承継させるため、会社分割（以下「本件会社分割」という。）
を行う。

第２条（新会社の定款記載事項）
新会社の商号、目的、本店所在地、発行可能株式総数その他定款で定める事項

は、別紙Ａの「定款」記載のとおりとする。

第３条（新会社の設立時取締役及び設立時監査役）
新会社の設立時取締役及び設立時監査役は、次のとおりとする。
（１）設立時取締役 釜 薫
（２）設立時取締役 小松 未来雄
（３）設立時取締役 岩崎 雅一
（４）設立時監査役 三尾 夏輝

第４条（新会社が分割に際して発行する株式）
新会社は、本件会社分割によって承継する権利義務に代えて、新会社の普通株式

100株を発行し、当社に全株式を交付する。

第５条（新会社の資本金及び準備金）
新会社の資本金及び準備金の額等は次のとおりとする。

（１）資本金の額 100万円
（２）資本準備金 会社計算規則の規定に従い、当社が定める。

第６条（新会社が当社から承継する権利義務）
１ 新会社は、当社から別紙Ｂ「承継権利義務明細書」記載のとおり承継する。
２ 当社は、別紙Ｂに記載された承継する債務については、免責的債務引受の方式

によるものとし、本件会社分割後は新会社のみが債務を負担する。

第７条（雇用契約の承継）
本件会社分割において、対象事業に所属し、かつ、主として従事する全ての

従業員及び管理部門のうち当社の指定する者との間で別途合意する者と当社と
の間の雇用契約は、新会社に承継する。

第８条（会社分割の効力発生日）
本件会社分割の効力発生日（新会社の設立予定日）は、2022年6月30日とする。

ただし、当社は会社分割手続進行上の必要性その他の事由により、これを変更す
ることができる。
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第９条（条件の変更）
本件計画書についての当社株主総会の承認後、新設分割効力発生日の前日までの

間に、天災地変その他の事由により、対象事業及びその事業に属する財産に重大な
変動が生じたときは、当社は、本件計画書を変更し、又は本件会社分割を中止する
ことができる。

第１０条（規定外事項）
本件計画書に定める事項のほか、本件会社分割に関し必要事項は、本件会社分割

の趣旨に従い、当社がこれを決定する。

本件計画書の成立を証するため、本書１通を作成し、当社がこれを保有する。

2022年 5月 19日

東京都港区六本木6-8-10ステップ六本木5F
株式会社Success Holders
代表取締役 谷口 雅紀
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（別紙A）
株式会社Success Holders分割準備会社 定款

第１章 総 則
（商 号）

第１条 当会社は、株式会社Success Holders分割準備会社と称する。

（目 的）
第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的とする。
（１）生活情報誌の出版・頒布及び各種情報の提供
（２）フランチャイズシステムによる生活情報誌の出版・領布及び各種情報の提

供
（３）前号に伴う加盟会社への経営指導、情報処理、情報提供に関する業務及び

発注代行業務並びに加盟会社の募集
（４）電話回線、インターネット等を利用した各種情報処理・情報提供サービス

業
（５）ダイレクトメール、チラシ及び小荷物の受託配送事業
（６）宣伝・広告物・催事の企画、製作、運営及び代理店業務
（７）日用雑貨品の企画、製作、輸入及び販売
（８）市場調査及び経営コンサルタント業務
（９）ワードプロセッサによる文書の作成及び印刷
（１０）図書及び定期刊行物の販売並びにその代理業務
（１１）印刷及び製本業並びにその代理業務
（１２）商標権、著作権、著作隣接権、意匠権、肖像権、出版権、特 許権、実

用新案権その他の知的財産権の取得利用開発、管理、使用許諾及び販売
に関する業務

（１３）物品の仕分け、梱包及び発送業務の請負業
（１４）コンピュータ、携帯電話機等通信機器及び周辺機器の開発並びに輸出

入、販売
（１５）通信販売業務
（１６）通信販売の受注業務の代行
（１７）インターネットのホームページの企画及び制作
（１８）広告・ポスター・パンフレット等のデザイン、版下制作、製版
（１９）前各号に附帯し、または関連する一切の業務

（本店の所在地）
第３条 当会社は、本店を東京都港区に置く。

（機 関）
第４条 当会社は、株主総会及び取締役のほか、次の機関を置く。
（１）取締役会
（２）監査役

（公告方法）
第５条 当会社の公告は、官報に掲載する方法により行う。

第２章 株 式
（発行可能株式総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は、1,000株とする。

（株式の譲渡制限）
第７条 当会社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を受けなけれ
ばならない。
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（相続人等に対する株式の売渡請求）
第８条 当会社は、相続その他の一般承継により当会社の株式を取得した者に対

し、当該株式を当会社に売り渡すことを請求することができる。

（株主名簿記載事項の記載の請求）
第９条 株式取得者が株主名簿記載事項を株主名簿に記載又は記録することを請

求するには、当会社所定の書式による請求書に、その取得した株式の
株主として株主名簿に記載 又は記録された者又はその相続人その他
一般承継人及び株式取得者が署名又は記名 押印し共同して請求しな
ければならない。ただし、法務省令で定める場合には、株 式取得者
が単独で請求することができる。

（質権の登録及び信託財産の表示）
第10条 当会社の株式につき質権の登録又は信託財産の表示を請求するには、当

会社所定の書式による請求書に当事者が署名又は記名押印して提出し
なければならない。その登録又は表示の抹消についても同様とする。

（手数料）
第11条 前２条に定める請求をする場合には、当会社所定の手数料を支払わなけ

ればならない。

（基準日）
第12条 当会社は、毎事業年度末日の最終の株主名簿に記載又は記録された議決

権を有する株主（以下「基準日株主」という。）をもって、その事業
年度に関する定時株主総会において権利を行使することができる株主
とする。ただし、当該基準日株主の権利を害しない場合には、当会社
は、基準日後に、募集株式の発行、合併、株式交換又は吸収分割等に
より株式を取得した者の全部又は一部を、当該定時株主総会において
権利を行使することができる株主と定めることができる。

２ 前項のほか、株主又は登録株式質権者として権利を行使することができ
る者を確定するため必要があるときは、取締役会の決議により、臨時
に基準日を定めることができる。

３ 前項の場合には、その日を２週間前までに公告するものとする。

（株主の氏名又は名称並びに住所等の届出）
第13条 当会社の株主、登録株式質権者又はその法定代理人若しくは代表者は、

当会社所定の書式により、その氏名又は名称及び住所を当会社に届け
出なければならない。届出事項に変更を生じた場合も、同様とする。

（募集株式の発行）
第14条 募集株式の発行に必要な事項の決定は、株主総会の特別決議によってす
る。

２ 前項の規定にかかわらず、株主総会の特別決議によって、募集株式の数
の上限及び払込金額の下限を定めて募集事項の決定を取締役会に委任
することができる。

３ 株主に株式の割当を受ける権利を与える場合には、募集事項及び会社法
第２０２条１ 項各号に掲げる事項は、取締役会の決議により定める。

第３章 株 主 総 会
（招集及び招集権者）

第15条 当会社の定時株主総会は、毎事業年度末日の翌日から３か月以内に招集
し、臨時株主総会は、随時必要に応じて招集する。
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２ 株主総会を招集するには、株主総会の日の１週間前までに、議決権を行
使することができる株主に対して招集通知を発するものとする。

３ 前項の規定にかかわらず、株主総会はその総会において議決権を行使す
ることができる株主の全員の同意があるときは、会社法第２９８条第
１項第３号又は第４号に掲げる事項を定めた場合を除き、招集手続を
経ることなく開催することができる。

（議 長）
第16条 株主総会の議長は、取締役社長がこれに当たる。取締役社長に事故若し

くは支障があるときは、取締役会においてあらかじめ定めた順序に従
い、他の取締役が株主総会を招集し、議長となる。

（決議の方法）
第17条 株主総会の決議は、法令又は定款に別段の定めがある場合を除き、出席

した議決権を行使することができる株主の議決権の過半数をもって行
う。

２ 会社法第３０９条第２項の株主総会の決議は、議決権を行使することが
できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した
当該株主の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う。

（議決権の代理行使）
第18条 株主は、代理人によって議決権を行使することができる。この場合には、

総会ごとに代理権を証する書面を提出しなければならない。
２ 前項の代理人は、当会社の議決権を有する株主に限るものとし、かつ２

人以上の代理人を選任することはできない。

（総会議事録）
第19条 株主総会における議事の経過の要領及びその結果並びにその他法務省令

に定める事項は、議事録に記載又は記録する。

第４章 取締役及び取締役会
（取締役の員数）

第20条 当会社の取締役は、３名以上とする。

（取締役の選任）
第21条 当会社の取締役は、株主総会において、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株
主の議決権の過半数の決議によって選任する。

２ 前項の選任については、累積投票の方法によらない。

（取締役の任期）
第22条 取締役の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会の終結時までとする。
２ 補欠又は増員により選任された取締役の任期は、前任者又は他の在任取

締役の任期の残存期間と同一とする。

（代表取締役及び役付取締役）
第23条 当会社を代表すべき取締役は、取締役会において定める。

２ 代表取締役が１名の場合はその者を社長とし、当会社の業務を執行す
る。
３ 取締役会の決議により、必要に応じて、取締役の中から取締役会長、取

締役社長、取締役副社長、専務取締役及び常務取締役を選定すること
ができる。
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４ 取締役会の決議により、前項に規定するものの中から業務執行取締役を
選定することができる。

（取締役会の招集権者及び議長）
第24条 取締役会は、法令に別段の定めある場合を除き、取締役社長がこれを招

集し、議長となる。
２ 取締役社長に欠員又は事故があるときは、取締役会においてあらかじめ
定めた順序に従い、他の取締役が取締役会を招集し、議長となる。

（取締役会の招集通知）
第25条 取締役会の招集通知は、会日の３日前までに各取締役及び監査役に対し

て発する。ただし、緊急の必要があるときは、この期間を短縮するこ
とができる。

２ 取締役及び監査役全員の同意があるときは、招集の手続きを経ないで、
取締役会を開くことができる。

（取締役会の決議の省略）
第26条 当会社は、会社法第３７０条の要件を充たしたときは、取締役会の決議

があったものとみなす。

（取締役の報酬等）
第27条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社から受ける財
産上の利益（以下「報酬等」という。）は、株主総会の決議によって定める。

（取締役の責任免除）
第28条 当会社は、会社法第４２６条第１項の規定により、任務を怠ったことに

よる取締役(取締役であった者を含む)の損害賠償責任を、法令の限度
において、取締役会の決議によって免除することができる。

２ 当会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、取締役（業務執行取
締役等である者を除く）との間に、任務を怠ったことによる損害賠償
責任を限定する契約を締結することができる。但し、当該契約に基づ
く賠償責任の限度額は、会社法第４２５条第１項に定める最低責任限
度額とする。

第５章 監 査 役
（監査役の員数）

第29条 当会社の監査役は、１名以上とする。

（監査役の選任）
第30条 監査役は、株主総会において選任する。

２ 監査役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３
分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半
数の決議によって選任する。

（監査役の任期）
第31条 監査役の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会終結の時までとする。
２ 任期満了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役の任期は、

退任した監査役の任期の満了する時までとする。

（監査役の報酬等）
第32条 監査役の報酬等は、株主総会の決議によって定める。
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（監査役の責任免除）
第33条 当会社は、会社法第４２６条第１項の規定により、任務を怠ったことに

よる監査役(監査役であった者を含む)の損害賠償責任を、法令の限度
において、取締役会の決議によって免除することができる。

２ 当会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、監査役との間に、任
務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結することが
できる。但し、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、会社法第４２
５条第 1 項に定める最低責任限度額とする。

第６章 計 算
（事業年度）

第34条 当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までの年１期と
する。

（剰余金の配当等）
第35条 当会社は、毎事業年度末日現在における最終の株主名簿に記載又は記録

された株主又は登録株式質権者に対して、金銭による剰余金の配当を
行う。

（配当の除斥期間）
第36条 剰余金の配当が、支払いの提供をした日から３年を経過しても受領され

ないときは、当会社はその支払いの義務を免れるものとする。

2022年６月30日制定
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（別紙B）

承継権利義務明細書

当社は、新会社に対し、対象事業に属する資産、負債、契約その他これに付随する
権利義務の承継を行うが、その内訳は下記のとおりとする。

１ 対象事業に関する資産のうち、効力発生日時点において存在するもの

２ 対象事業に関する負債のうち、効力発生日時点において存在するもの（但
し、本件分割の効力発生日以前に生じた対象事業に関する一切の潜在債務及
び偶発債務並びにそれらに付随する一切の義務を除く。）

３ 対象事業に関する契約のうち、効力発生日時点において存在するもの

４ その他当社が対象事業の継続のために必要と判断したもの
以上

３．会社法施行規則第205条各号に定める内容の概要
(1)会社法第763条第６号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項
①本会社分割に際して交付する新設会社の株式の数の相当性に関する事項
新設会社は、本会社分割に際して株式100株を発行し、その全てを当社に対し

て交付いたします。
新設会社が発行する株式数については、当社が新設会社の発行する全ての株式

を取得するため、任意に定めることができると考えられるところ、新設会社が承
継する資産等の事情を考慮し、上記の株式数が相当であると判断いたしました。

②新設会社の資本金及び準備金の額の相当性に関する事項
本会社分割後の新設会社の資本金及び準備金の額については、本会社分割によ

り新設会社に承継させる予定の資産及び負債の額、新会社の財務基盤及び今後の
事業活動等を考慮し、機動的かつ柔軟な資本政策を実現する観点から、会社計算
規則に基づき決定したものであり、相当であると判断しております。

(2)当社について最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の
負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容（会社法施行規
則第205条第６号)
当社は、2022年３月31日を効力発生日として、当社を吸収合併存続会社、当社の

100％子会社であった株式会社Ｐ＆Ｐ（本店：福岡市中央区）を吸収合併消滅会社
とする吸収合併を行いました。
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第２号議案 定款一部変更の件
１．提案の理由
(1)「産業競争力強化法等の一部を改正する等の法律」（令和３年法律第70号）によ

り、新たに上場会社で場所の定めのない株主総会（いわゆるバーチャルオンリ
ー株主総会）の開催が認められました。

当社といたしましては、感染症や自然災害を含む大規模災害や、社会全体の
デジタル化の進展等も念頭に、選択可能な株主総会の開催方法を拡充すること
が株主の皆さまの利益に資するものと考え、場所の定めのない株主総会を開催
できるよう、現行定款第11条第２項に場所の定めのない株主総会の開催の追加
をお願いするものであります。
なお、株主総会の開催方法の決定にあたっては、開催の都度、株主の皆さま

の権利を最優先とし、感染症や大規模災害、社会的な潮流等に照らし、取締役
会の決議により慎重に決定いたします。
また、当社は、当該変更にあたり、経済産業大臣及び法務大臣によって、経

済産業省令・法務省令で定める要件に該当する旨の確認を受けております。

(2)「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書き
に規定する改正規定が2022年９月１日に施行されます。
これに伴い、株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置を

とる旨の規定及び書面交付請求をした株主の皆さまに交付する書面に記載する
事項の範囲を限定するための規定を新設し、株主総会参考書類等のインターネ
ット開示とみなし提供の規定を削除するとともに、効力発生日等に関する附則
を設けるものであります。

２．変更の内容
変更の内容は、次のとおりであります。（下線部は変更箇所を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案

第1条～第10条 （条文省略）

（招集）

第11条 （条文省略）
（新設）

第1条～第10条 （現行どおり）

（招集）

第11条 （現行どおり）

２．当会社の株主総会は、場所の定
めのない株主総会とすることが
できる。
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現 行 定 款 変 更 案

（株主総会参考書類等のインターネッ
ト開示とみなし提供）

第14条 当会社は、株主総会の招集に際
し、株主総会参考書類、事業報
告、計算書類及び連結計算書類
に記載又は表示をすべき事項に
係る情報を、法務省令に定める
ところに従いインターネットを
利用する方法で開示することに
より、株主に対して提供したも
のとみなすことができる。

（新設）

（削除）

(電子提供措置等）
第14条 当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類等の内容
である情報について、電子提供
措置をとるものとする。

２．当会社は、電子提供措置をとる
事項のうち法務省令で定めるも
のの全部又は一部について、議
決権の基準日までに書面交付請
求した株主に対して交付する書
面に記載しないことができる。
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現 行 定 款 変 更 案

第15条～第34条 （条文省略）

附則
第１条 （条文省略）

（新設）

第15条～第34条 （現行どおり）

附則
第１条 （現行どおり）

（株主総会資料の電子提供に関する経
過措置）

第２条 現行定款第14条（株主総会参考
書類等のインターネット開示と
みなし提供）の削除及び変更定
款第14条（電子提供措置等）の
新設は、会社法の一部を改正す
る法律（令和元年法律第70号）
附則第１条但書に規定する改正
規定の施行の日（以下「施行
日」という。）から効力を生ず
るものとする。

２．前項の規定にかかわらず、施行
日から６か月以内の日を株主総
会の日とする株主総会について
は、現行定款第14条はなお効力
を有する。

３．本条は、施行日から６か月を経
過した日又は前項の株主総会の
日から３か月を経過した日のい
ずれか遅い日後にこれを削除す
る。
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第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（４名）は、本総会の終結の時

をもって任期満了となります。つきましては、取締役（監査等委員である取締役を
除く。）４名の選任をお願いするものであります。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の候補者は、次のとおりであります。

候補者

番号

氏 名

（生 年 月 日）
略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況

所 有 す る

当社株式の数

１

谷
たに

口
ぐち

雅
まさ

紀
き

(1986年２月24日)

＜再任＞

2008年４月 株式会社博報堂入社

1,245,805株

2016年10月
株式会社BuySell Technologies

入社 執行役員CMO 就任

2017年１月
株式会社BuySell Technologies

取締役CMO

2020年３月
株式会社BuySell Technologies

取締役副社長兼COO

2021年６月 当社代表取締役社長CEO（現任）

２

畑
はた

野
の

幸
こう

治
じ

(1983年５月２日)

＜再任＞

2007年４月
株式会社Micro Solutions設立

代表取締役

11,366,510株

2011年９月
アイ・マネジメント・ジャパン株式会社

（現株式会社BuySell Technologies）入社

2016年10月
株式会社BuySell Technologies

代表取締役

2017年８月
株式会社FUNDBOOK（現株式会社fundbook）

設立 代表取締役CEO（現任）

2020年１月 当社取締役

2020年２月 当社取締役会長（現任）
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候補者

番号

氏 名

（生 年 月 日）
略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況

所 有 す る

当社株式の数

３

釜
かま

薫
しげる

(1979年８月27日)

＜再任＞

2002年４月 中央出版株式会社入社

ー株

2004年９月 株式会社仙台ぱど入社

2011年７月 株式会社仙台ぱど 営業課長

2016年４月 株式会社仙台ぱど 営業部長

2018年６月 株式会社仙台ぱど 代表取締役社長

2020年６月 当社代表取締役社長

2021年６月
当社取締役兼メディア事業本部本部長

（現任）

４

小
こ

松
まつ

未来雄
み き お

(1984年７月３日)

＜再任＞

2013年２月 有限責任監査法人トーマツ入所

ー株

2017年１月 公認会計士登録

2020年１月
株式会社FUNDBOOK（現株式会社fundbook）

入社

2020年４月 当社出向 管理統括本部副本部長

2020年９月 当社入社 管理本部副本部長

2020年10月 当社取締役兼管理本部本部長（現任）

（注）１.各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２.役員等賠償責任保険契約の概要

谷口雅紀氏、畑野幸治氏、釜薫氏、及び小松未来雄氏は、現在当社の取締役であり、当社
は現在、当該４名及び監査等委員３名の計７名を被保険者として保険会社との間で役員等
賠償責任保険契約を締結しており、上記４名の再任が承認された場合には、当該保険契約
を継続する予定であります。
なお、「役員等賠償責任保険契約の内容の概要」については、12ページをご参照ください。
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第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
監査等委員である取締役全員（３名）は、本総会の終結の時をもって任期満了と

なります。つきましては、監査等委員である取締役３名を選任するものでありま
す。
なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

候補者

番号

氏 名

（生 年 月 日）
略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況

所 有 す る

当社株式の数

１

神
かん

庭
ば

雅
まさ

俊
とし

(1982年７月５日)

＜再任＞

2005年４月

東洋ビジネスエンジニアリング株式会社

（現ビジネスエンジニアリング株式会社）

入社

ー株

2011年１月 本間合同法律事務所入所

2016年６月 株式会社地域経済活性化支援機構入社

2018年５月
株式会社FUNDBOOK（現株式会社fundbook）

入社

2018年10月 本間合同法律事務所入所（現任）

2020年１月
熊切ホールディングス株式会社（現株式会

社KIJ）非常勤取締役（現任）

2020年１月 当社取締役監査等委員（現任）

２

久
く

保
ぼ

惠
けい

一
いち

(1953年11月13日)

＜再任＞

1976年４月
等松・青木監査法人（現有限責任監査法人

トーマツ）入所

ー株

1990年６月 監査法人トーマツパートナー

2007年６月 監査法人トーマツ経営会議メンバー

2009年４月
デロイトトーマツリスクサービス株式会社

代表取締役社長

2012年４月 中央大学大学院国際会計研究科客員教授

2015年１月 公認会計士久保惠一事務所開設（現任）

2018年３月 株式会社GRCS 社外取締役（現任）

2019年３月 東亜石油株式会社 社外取締役（現任）

2020年６月 当社取締役監査等委員（現任）
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候補者

番号

氏 名

（生 年 月 日）
略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況

所 有 す る

当社株式の数

３

毛
もう

利
り

正
まさ

人
と

(1956年１月28日)

＜再任＞

1979年４月
国際電信電話株式会社（現KDDI株式会社）

入社

ー株

2000年９月
日本テレコム株式会社（現ソフトバンク株

式会社）入社

2005年７月 中央青山監査法人入所

2007年６月
監査法人トーマツ（現有限責任監査法人ト

ーマツ）入所

2010年７月
有限責任監査法人トーマツ ディレクター

就任

2013年10月
クロウホーワス・グローバルリスクコンサ

ルティング株式会社代表取締役

2017年４月
東洋大学国際学部グローバル・イノベーシ

ョン学科教授（現任）

2018年６月 株式会社テクノスジャパン監査役

2019年３月 ベルトラ株式会社 社外監査役（現任）

2020年６月
株式会社テクノスジャパン 社外取締役

（現任）

2020年６月 当社取締役監査等委員（現任）

（注）１.各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２.神庭雅俊、久保惠一及び毛利正人の各氏は、社外取締役候補者であります。
３.神庭雅俊氏には、弁護士としての法的視点から当社の経営全般に助言をいただくため、社

外取締役として選任をお願いするものであります。
なお、同氏は現在当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は、本定時株主
総会終結の時をもって、２年５ヶ月となります。

４.久保惠一氏には、公認会計士としての財務・会計についての高度な能力・見識、コンサル
ティング等の豊富な業務経験から当社の経営全般に助言をいただくため、社外取締役とし
て選任をお願いするものであります。
なお、同氏は現在当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は、本定時株主
総会終結の時をもって、２年となります。

５.毛利正人氏には、事業会社及び監査法人での勤務経験、大学においてコーポレートガバナ
ンス等について教鞭を執っておられる豊富な知見と経験から当社の経営全般に助言をいた
だくため、社外取締役として選任をお願いするものであります。
なお、同氏は現在当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は、本定時株主
総会終結の時をもって、２年となります。

６.当社は、久保惠一、毛利正人の両氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員と
して指定し、同取引所に届け出ております。

７.当社は、神庭雅俊、久保惠一及び毛利正人の各氏が選任された場合には各氏との間で締結
している、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を継続する予定です。
また、上記契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令の定める額となります。
なお、「役員等賠償責任保険契約の内容の概要」については、12ページをご参照ください。
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第５号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額改定及び取締役
（監査等委員である取締役を除く。）に支給するストック・オプションと
しての新株予約権の内容決定の件

１．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額改定
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額につきましては、2018年６月

21日開催の第31回定時株主総会において報酬総額の上限を年額200,000千円以内とす
る旨ご承認いただき、今日に至っております。

本議案は、当社の業績及び企業価値向上に対する意欲や士気を高め、より一層株
主の皆様の利益を重視した業務展開を図ることを目的として、業務執行を担う取締
役（監査等委員である取締役を除く。）に対するストック・オプションとしての新株
予約権の支給を可能とするため、年額200,000千円の報酬枠の内訳について、基本報
酬を年額150,000千円以内、ストック・オプションとしての新株予約権の付与のため
の報酬を年額50,000千円以内とすることにつき、ご承認をお願いするものでありま
す。なお、本議案に関しましては、監査等委員会から本議案について総会において
陳述すべき特段の事項はない旨の意見を受けております。
基本報酬は、金銭による月例の固定報酬とします。その金額は、役位、職責等に

応じて定めるものとし、業績、他社水準、社会情勢等を勘案して、適宜見直しを図
るものとします。ストック・オプションとしての新株予約権は、当社の業績及び企
業価値向上に対する意欲や士気を高め、より一層株主の皆様の利益を重視した業務
展開を図ることを目的とするものであり、その内容については３．でご説明いたし
ます。
各取締役の個別の報酬額については、取締役会にご一任頂きたいと存じます。
第３号議案及び本議案をご承認いただいた場合、取締役（監査等委員である取締

役を除く。）４名に対して固定報酬及びストック・オプションとしての新株予約権を
支給することとなります。

２．報酬額改定を相当とする理由
本件報酬額改定は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬として、従

来の固定報酬とは別に、当社の業績及び企業価値向上に対する意欲や士気を高め、
より一層株主の皆様の利益を重視した業務展開を図ることを目的とした株式報酬
（新株予約権）を支給し得ることとするために提案するものであります。取締役報酬
の総額枠については、従来からご承認いただいている年額200,000千円に据え置くこ
ととし、固定報酬及び新株予約権はその範囲内でそれぞれ内訳上限を設けて支給す
ることといたします。このように、本件報酬額改定は、企業価値向上に向けた適切
な動機づけと取締役報酬の規律維持の両面に十分配慮しており、相当なものである
と判断しております。

３．取締役に支給するストック・オプションとしての新株予約権の内容決定
取締役に支給するストック・オプションとしての新株予約権の内容は以下のとお

りといたしたく、ご承認をお願いいたします。
(1)新株予約権の数

各事業年度に係る定時株主総会開催日から１年以内に発行する新株予約権の数
の上限は400,000個とする。

(2)新株予約権の目的である株式の種類及び数
各事業年度に係る定時株主総会開催日から１年以内に発行する新株予約権の目

的である株式の数の上限は400,000株とする。なお、新株予約権の目的である株
式の種類は普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的である株式の数は１株と
する。また、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合等を行うことに
より、株式数の変更をすることが適切な場合は、当社は必要と認める調整を行う
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ものとする。
(3)新株予約権と引換えに払い込む金額

新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないものとする。
(4)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権１個当たりの行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を
行使することにより交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下
「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、新株予約権を割り当てる日の属する月の前月の各日（取引が成立
していない日を除く。）における株式会社東京証券取引所における当社普通株式
の終値の平均値に1.03 を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げ）とする。た
だし、その価額が新株予約権の割当日の終値（取引が成立していない場合はそれ
に先立つ直近取引日の終値）を下回る場合は、当該終値を行使価額とする。

なお、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合等を行うことによ
り、行使価額の変更をすることが適切な場合は、当社は必要と認める調整を行う
ものとする。

(5)新株予約権を行使することができる期間
新株予約権の付与決議日後、２年を経過した日から10年を経過する日までの範

囲内で当社取締役会が定める期間とする。
(6)譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要する。
(7)新株予約権の行使の条件
①新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社の取締役（監査等委員であ
る取締役を除く。）、執行役員または従業員（当社就業規程第３条に定める社員）
のいずれかの地位にあることを要する。ただし、当社関係会社に転籍して取締役
会が認めた場合または取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りで
はない。

②新株予約権者は、次の事由のいずれかに該当することとなった場合、その後、本
新株予約権を行使することができない。
ⅰ補助開始、保佐開始または後見開始の審判を受けた場合。
ⅱ破産手続開始決定を受けた場合。
ⅲ当社と競業関係にある会社（当社の関係会社を除く）の役員、使用人または
コンサルタントに就いた場合。但し、当社の取締役会において、事前に承認
された場合はこの限りでない。

ⅳ法令または当社の社内規程等に違反するなどして、当社に対する背信行為が
あったと認められる場合。

ⅴ当社と新株予約権の割当てを受ける者との間で締結する新株予約権割当契約
に違反した場合。

③本新株予約権の行使についてのその他の条件は、当社と新株予約権者との間で締
結する新株予約権割当契約に定めるところによる。

④その他の新株予約権の行使の条件は、取締役会決議により決定する。
(8)新株予約権の取得に関する事項
①当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割
契約もしくは分割計画、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株
式移転計画について株主総会の承認（株主総会の承認を要しない場合には取締役
会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもっ
て、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

②新株予約権者が権利行使をする前に、上記(7)②に定める規定により本新株予約
権の行使ができなくなった場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来
をもって、新株予約権を無償で取得することができる。

(9)その他の新株予約権の募集事項
その他の新株予約権の内容等については、新株予約権の募集事項を決定する取

締役会において定める。
以 上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場： 東京都港区六本木三丁目２番１号

住友不動産六本木グランドタワー９階

ベルサール六本木グランドコンファレンスセンター Room C

電話 03-5545-1722

交通のご案内： 地下鉄 東京メトロ南北線六本木一丁目駅直通
（西改札）

※ベルサール六本木とは異なる建物です。
ご注意ください。

※当日、専用の駐車場のご用意がございませんので、お車でのご
来場はご遠慮いただきますようお願い申し上げます。
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